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認知症施策の抜本強化に向けた提言  
 

2025年の認知症高齢者 700万人時代を見据え、国においては、昨年 12月に認知症施策推

進関係閣僚会議を設置、６月には認知症施策推進大綱を取りまとめた。この大綱では共生と

予防を車の両輪とし、政府一丸となって施策を推進していくとされており、今後の着実な実

行が求められるところである。 

一方、現在でも認知症の人に関わる交通事故、行方不明、虐待、詐欺等の事件事故は後を

絶たず、認知症の人が、尊厳を保持しつつ、地域社会の一員として尊重され、安心して暮ら

すことのできる社会の構築のためには、国と地方、民間等が連携した取組をさらに強化、加

速化させなければならない。 

ついては、認知症施策の抜本強化に向け、以下の事項を提言する。 

 

１ 認知症に対する理解促進と地域で認知症の人を支える体制の構築 

（１）認知症に対する国民の理解促進 

ア 国民が認知症や軽度認知障害を正しく理解するための啓発や不安・偏見解消のため

の前向きなメッセージを、メディアにより発信強化すること。 

イ 認知症予防、早期発見・早期対応の重要性や社会全体での支援の必要性について、

国民の理解促進を図るとともに、認知症の人にやさしい地域づくりに向け、産業界の

参画が必要である。4月には「日本認知症官民協議会」が設立されたところであるが、

実効性のある取組が講じられるよう支援を強化すること。 

ウ 認知症サポーターの資質向上や地域での活動支援のため、先進事例を紹介し普及を

図るなど、一層の強化を行うこと。 

 

（２）地域包括ケアの体制整備 

ア 多職種連携や相談機能を充実するなど、認知症の人や家族を支える地域包括ケアシ

ステム構築のための支援を強化すること。 

イ 地域包括ケアシステムの中核となる地域包括支援センターの機能強化のための支

援を充実すること。 

ウ 小学校区単位など、より小さな地域での見守りやＧＰＳ等先端技術の活用も含め、

行方不明者捜索体制構築のための環境を整備すること。 

  

 

２ 認知症の人への生活支援 

（１）認知症の人と家族の思いの施策への反映 

ア 認知症の人や家族の視点を重視する認知症総合戦略推進事業が開始されたが、こ

の事業をより推進し、認知症の人と家族に寄り添った施策を展開すること。 

 

（２）認知症の人による事故に起因する損害への賠償制度 
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ア 認知症の人や家族が、安心して暮らしていくため、損害賠償責任に関する法整備や

公的救済システムを構築すること。 

 

（３）道路交通法に対応した認知症診断等の体制強化と自動車運転免許返納後の移動手段の

確保 

ア 道路交通法改正に伴う認知症の相談や診断の増加に対応するため、警察運転免許相

談部署等への専門職の配置など相談体制の強化に対する支援の充実と、認知症診断に

係る体制を整備すること。 

イ 自動車運転免許返納後の通院や買い物等の移動手段確保のため、地域の実情に合わ

せた体制整備に対する支援を強化すること。 

 

（４）成年後見制度の利用促進 

ア 成年後見制度の周知を図るとともに、円滑な利用促進に向け、関係省庁間の連携を

更に強化すること。 

イ 本人や後見人を支援するための中核機関の整備や市町村長が成年後見の申立てを

行うにあたっての体制整備等について、必要な財政措置を講じるなど支援の充実を

図ること。 

 

（５）高齢者虐待防止対策の強化 

ア 高齢者虐待に対して適切に対応できるよう、研修の充実等の支援を図ること。 

 

（６）若年性認知症になっても本人の力を最大限に活かせる環境整備 

ア 若年性認知症や軽度認知障害の人の生活や就労の実態を早急に把握すること。 

イ 若年性認知症の人が社会参加できる環境を整備すること。 

ウ 認知症の状態に応じ、就労が継続できるよう、企業に対する理解を促進するととも

に、雇用制度及び経済的支援策を整備すること。 

エ 若年性認知症の人の特性に応じた、介護保険サービスの研究とその導入を促進す

ること。 

オ 地域両立支援推進チームや若年性認知症支援コーディネーターの効果的な設置・

運営に関する情報提供を行うこと。 

 

 

３ 認知症の人を介護する家族への支援 

（１）ダブルケアラー・ヤングケアラーへの支援 

ア ダブルケアラー、ヤングケアラーの実態を把握し支援の仕組みを構築すること。 

 

（２）介護離職ゼロへ向けた介護休業・休暇制度の充実及び利用率の向上 

ア 介護休業・休暇制度の周知を図り、雇用主の理解を促進するなど制度を利用しやす

い環境を整備し、更なる制度の充実を図ること。 
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（３）負担軽減につながる介護方法の啓発 

ア 家族の介護負担軽減のため、介護方法の啓発を促進すること。  

 

 

４ 認知症ケアの推進 

（１）認知症の症状に応じた適切な医療・介護サービスの提供  

ア 認知症の症状や進行度、身体合併症の状態等に応じた適切な医療・介護サービスを

提供するための体制整備を図ること。 

イ 認知症医療と認知症ケアを包括的に提供する認知症総合施設を整備すること。 

ウ 認知症の早期発見・早期対応のための健診等の導入を促進すること。 

エ 災害時の認知症悪化などに関する研究を促進すること。 

オ 災害救助法に基づく救助の種類として「福祉」を位置付けるとともに、災害時に介

護等を担う専門職等で構成する災害派遣福祉チームを制度化し、全国的な派遣調整

システムの構築や、チームの体制整備に支障を来すことのないよう十分な財政措置

を講じること。 

 

（２）認知症疾患医療センターの充実 

ア 認知症疾患医療センターの指定拡充を推進し、センターに対して、地域の実情に応

じた十分な財政措置を講じること。 

イ 認知症疾患医療センターの専門性を高めるための支援を行うこと。 

 

（３）認知症の症状に応じた適切な医療サービスのための人材育成 

ア 養成機関の拡大等により認知症看護認定看護師等を増員すること。 

イ かかりつけ医、薬剤師などの医療従事者が研修を受講し、地域で認知症の人が暮ら

し続けることができるために実施する取組を、診療報酬で評価すること。 

ウ 認知症サポート医研修の受講について、利便性を高めること。 

 

（４）認知症初期集中支援チームや認知症地域支援推進員の充実 

ア 認知症初期集中支援チーム員や認知症地域支援推進員の質を確保するため、これま

での研修に加え、フォローアップ研修を実施すること。 

イ 認知症予防や早期発見・早期対応に向けた取組等について、地域包括支援センター

とともに、機能的な活動ができるよう十分な財政支援を行うこと。 

 

（５）認知症ケアに携わる介護従事者の介護技術の向上等 

ア 介護従事者が適切なケアを行うため、介護技術等に関する情報提供や研修内容の充

実を図るとともに、質の高い介護職員の確保のため、認知症介護指導者養成研修の受

講について利便性を高めること。 

イ メディア等の利用や発表の場の提供を通じ、医療や介護の実践ケア事例について積

極的に情報を発信すること。 
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（６）医学生等に対する認知症教育の強化 

ア 医学生や看護学生等の認知症に対する理解を深めるため、専門的教育の充実を図る

とともに、実習など認知症高齢者等と関わる機会を取り入れ、認知症教育を強化する

こと。 

 

 

５ 国による認知症に関する研究・技術開発の促進 

（１）認知症予防・治療に関する研究開発の加速と治療方法の標準化 

ア 認知症発症メカニズムの解明と予防や治療に関する研究開発を加速し、投薬等の治

療の標準化を急ぎ、新しい知見を関係者へ周知徹底すること。 

イ 産学官民連携による認知症根治薬の開発を促進すること。 

ウ 長寿科学や老年学、老年医学などの研究機関への財政支援を図り、最新の成果の普

及を推進すること。    

エ 認知症予防に関する地方自治体の先駆的取組事例の収集や普及等支援を行うとと

もに、その成果を活かした研究開発を進めること。 

 

（２）高度先端技術開発等による認知症の人が暮らしやすい環境整備 

ア 高度先端技術開発等の加速化により、認知症の人など誰にでもやさしい機器開発を

促進すること。 

イ 行方不明の認知症の人を早期に発見するための最先端技術の開発を促進するとと

もに認知症の人のプライバシーや尊厳への配慮等、倫理的な問題に関するガイドライ

ンを策定すること。 

ウ 行方不明の認知症の人を発見するために有効なＧＰＳ等の機器については、介護保

険給付対象とするよう早急に検討すること。 

  エ 高度先端技術の活用等による認知症施策の推進について、世界各国と情報を共有す

ること。 

 

 

６ 認知症施策の加速的な推進 

（１）認知症施策を推進するための法律制定と認知症施策緊急強化基金の創設 

ア 認知症の人を社会全体で支える体制を構築し、認知症施策を加速させるための法律

を制定するとともに、国が十分な財政措置をした上で、各都道府県に基金を創設する

こと。 

 

（２）認知症高齢者の急増に対応可能な財政措置の拡充 

ア 地域包括支援センターの人員増、本人や家族支援事業の増加等、増大する財政需要

に十分対応できる財政措置を講じること。 

 


